
（単位：千円）

市税

◦ 被災住宅応急修理事業 478,800 　法人税割 720,761

◦ 液状化等被害住宅修繕支援事業 500,000 地方消費税交付金

◦ 被災者生活再建支援金 426,000 地方特例交付金

◦ 災害援護資金貸付金 180,000 地方交付税

◦ 坂井輪中学校災害復旧事業 30,000 国庫支出金

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 715,014

２．物価高騰等対策分 　その他 2,599,651

◦ 生活応援プレミアム付商品券発行事業 335,000 県支出金

◦ ひとり親世帯に対する物価高騰対策給付金 155,000 財産収入

介護保険事業会計繰出金 寄附金

財政調整基金繰入金

障がい福祉サービス事業所等
燃料費高騰対策支援金 森林環境譲与税活用基金繰入金

◦ 児童福祉施設等物価高騰対策支援金 32,274 諸収入

◦ 公衆浴場光熱費支援事業 2,000 市債

◦ 省力化・省エネ化補助金 30,000

◦ 新潟清酒を活用した誘客推進事業 30,000

◦ 佐渡連携誘客事業 20,000 ◦ 避難所環境整備事業 100,000

◦ 漁業燃油等高騰対策事業 20,000 ◦ 県営土地改良事業費負担金 533,800

◦ 園芸経営継続緊急支援事業 35,000 ◦ 農業基盤整備促進事業費補助金 15,100

◦ と畜場事業会計繰出金 28,000 ◦ 障がい福祉施設整備事業 445,250

（食肉センター経営安定化事業） ◦ 地域介護・福祉空間整備等施設整備事業 75,230

◦ 生活保護扶助費 469,000 ◦ 松くい虫防除対策費 74,900

◦ 障がい福祉サービス等事業 2,354,000 ◦ 教師用教科書・指導書購入費 190,183

◦ 障がい福祉システム改修事業 28,000 ◦ ガバメントクラウド環境整備事業 169,000

◦ 地方公共団体情報システム標準化対応事業 300,000 ◦ 消費生活センター移転事業 10,000

( 債務負担行為設定　令和7・8年度 1,017,000 ) ◦ 調停に係る解決金 4,000

◦ 介護保険事業会計繰出金 16,000 ◦ 退職手当金 773,000

（要介護認定事務費） ◦ 公債管理事業会計繰出金 1,494,712

◦ 国民健康保険事業会計繰出金 158,721 （臨時財政対策債償還基金積立分）

（財政安定化支援事業） ◦ 水道事業会計出資金 148,000

◦ こども医療費助成事業 286,000 （管路の耐震化）

◦ 妊産婦医療費助成事業 10,000 ◦ 財政調整基金積立 1,908,321

◦ こども創造センター改修事業 30,000 ＜18億円＋土地売却分108,321千円＞

◦ 産後ケア費 35,000 ◦ ふるさと新潟市応援寄附金事業 250,000

◦ 小児慢性特定疾病医療費 78,000 ◦ 国・県支出金等の精算による返還金 1,168,152

◦ 乳児院管理運営費 9,700

◦ 児童相談所保護支援事業 99,000

◦ 私立保育園等運営費 2,280,000

歳出計
計（債務負担行為を含む）

令和７年２月議会定例会　 一般会計補正予算フレーム

歳　　出 歳　　入

１．令和６年能登半島地震への対応 1,614,800 720,761

1,714,087

126,995

2,273,354

3,314,665

715,014

計 12,877,771

1,894,569

108,321

◦ 19,780
530,000

（介護サービス事業所等燃料費高騰対策支援金） 702,000

◦ 7,960
4,255

858,864

629,900

12,877,771
13,894,771

３．国補正予算等関連分 1,169,380

４．その他補正分 12,343,689

５．減額補正 △ 2,965,112

取崩・積立後の主要３基金残高 約56億円


